

































































































































































































































































段階手続論の採用には慎重であるべきである。特に、817 条の 7 の要保護要件、必要性の要
件については、特別養子適格要件と養子適合性要件の二つに分離できるとの理論的な整理
には納得ができず、実務においては、実親と養親となる者との監護状態や監護養育能力を相
対的に比較衡量した上で総合的な判断を下しているのであって、理論的にも実務的にも疑
問が残るといえる。そのため、対象児を拡大しかつ実父母による同意撤回を制限した制度設
計のなかで、これらが葛藤事案における運用にどのような影響を与えることになるのか、ま
ずはその経過を確かめることが先決であると考える。 
最後に、第一段階の審判の効果として親権が制限されるのはよしとしても、認知の制限に
ついては、諸外国において血縁上の父の権利保障に関して議論されているところであり、わ
が国においても慎重な対応を要するといえる。 
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